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１．目的と特徴
教育実践総合センターは，学内外の教育関係機関等との連携を図るための支援やコーディネートを行うと
ともに，教員養成のための教育実践及び教育臨床に関する理論的，実証的研究を行うことを目的としている。
これらの機能の強化・充実と大学院・学部の教育方法の改善や教育研究の質の向上・充実を図るため，平成
17年度に教育学部に設置した「スクールサポートセンター」を平成19年度に「地域連携部門」として統合・
再編した。さらに，教員として必要な資質の出口保証を行う「教職実践演習」の企画・立案や「ポートフォ
リオ学習」の推進のために，平成22年度より新しく「教職実践部門」を加えた４部門に再編された。各部門
の教育・研究の目的と特徴は以下の通りである。
①　教育工学部門は，学習指導システムの改善をはかるため，教育メディアを活用した学習指導システムの
開発研究，教育メディアや情報に関する教育実践活動，e-ラーニングシステムの構築・維持管理・利用支援
などを行う。
②　教育臨床部門は，生徒指導，学級経営及び特別活動，野外教育等の問題について，基礎的な研究を行う
とともに，実践的・事例的な研究を組織し，実践的指導力育成の支援を行う。また，学校現場で起こる子ど
もや教師の様々な心理学的問題（「不登校」「いじめ」「教師のストレス」など）に焦点を当て，教育心理学
の手法を用いて，理論的・実証的・実践的な研究や活動を実施する。
③　地域連携部門は，教育学部・教育学研究科の地域連携の窓口として，学校や地域の要請に応えて大学教
員や学生を派遣し，学校や地域の教育活動を総合的に支援するとともに，地域支援と学部・大学院（附属学
校園を含む）の教育・研究との融合・充実を図る。
④　教職実践部門は，教員として必要な資質の出口保証を行う「教職実践演習」の企画・立案を行い，教員
養成に必要な指導方法や，「ポートフォリオ学習」による学生の学びの蓄積方法の検討と実践を通して，教
員養成の支援を行う。
２．事業内容・実績
a 組織の構成
教育実践総合センターは，教育工学部門，教育臨床部門，地域連携部門，教職実践部門の４部門からなる。
s 事業内容
①教育工学部門
教育メディアを活用した学習指導システムの開発研究に関しては，コンピュータやネットワークなどの
ICTを活用した学習指導システムの構築，教育メディアの利用や教材コンテンツの開発研究などを行ってい
る。教育メディアや情報に関する教育実践活動に関しては，情報教育や情報技術，情報教育特論などの授業
をはじめ，教育実習生全員を対象とした教育機器と学習指導法の講習，教育実践に関する講演会，地域の学
校のホームページ更新サポート事業などを実施している。e-ラーニングシステムの構築・維持管理・利用支
援に関しては，学部にe-ラーニングシステムを構築し，システムの維持管理を行うと共に，学部教員や附属
学校園教員を対象とした利用講習会の開催やヘルプデスクの開設などを行って利用を推進している。
②教育臨床部門
地域の子どもや保護者を対象にした教育相談，現職教員を対象にした研究会やコンサルテーション，学生
や現職教員を対象にした講習会・講演会などを実施しており，教育臨床の面からの地域貢献ならびに学生や
現職教員の教育臨床能力の向上に関する事業を行っている。
③地域連携部門
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学生が県内の学校等の教育現場を体験し，実践的指導力を身につけるため，「学校等支援活動（ボランテ
ィア）」などの事業を推進し，学校における放課後の学習支援，市町教育委員会が土曜日に行う教室の講師，
特別支援教育の支援を行っている。また，教育学部が栃木県教育委員会などと連携して行う教職員研修や，
校内授業研究の指導助言者の派遣など，教育学部・教育学研究科による地域連携の窓口事務の業務を担当し
ている。
④教職実践部門
４年次で，教育学部を中心に農学部，国際学部の教職を目指す学生たちの，教師として求められる資質の
出口保証を行う「教職実践演習」の企画・立案を行うとともに，１年次から３年次までの教職科目である
「教職入門セミナー」，「教育実習Ⅰ」，「教育実習Ⅱ」，「教育実習Ⅲ」などについて「ポートフォリオ学習」
の試行と実践を通して，「教職実践演習」に向けて学びの積み上げを行っている。また，附属学校園の幼・
小・中・特別支援学校を実践の場とし，栃木県教育委員会，宇都宮市教育委員会，その他の教育機関との連
携しながら研究を進めている。
３．平成22年度活動状況
a 主要な活動状況
○教育実践講演会（８月／教員及び一般／１回／180名）
○教育機器・情報機器利用講習会（４，10月／研究生・教員／２回／延べ80名）
○教育実習事前指導（教育機器と学習指導法講習会）（５，６，９月／教育実習予定者全員／９回，各半
日／240名）
○教育実践インターンシップ（学校ホームページ更新サポート事業）（５～１月／学生／12回／１名）
○教育実践インターンシップ（学習支援サポート事業）（６～12月／学生／９名）
○生徒指導・特別活動公開研究会（４～３月／教員及び一般／３回／計300名）
○「野外教育」研究会（10～２月／教員及び社会教育関係者／２回／計30名）
○生徒指導・特別活動研究会（４～３月／教員及び一般／30回程度／延べ120名）
○教育相談活動（H23．２月まで；子ども，保護者，教員／延べ151回／約12名対象）
○教育相談に関するコンサルテーション（H23．２月まで；学内関係者，中学校関係者／延べ２回）
○「不登校について学び・つながる会」（H23．２月まで；保護者等／延べ10回／延べ90名程度参加）
○発音・発声のセミナーの実施〔外部講師招聘〕（５月／１回／教育学部生・大学院生約60名）
○e-Learningシステムの管理・運用と利用支援
○教育情報データベース，ビデオ・教育用ソフトウェアライブラリの保全と利用支援
○内地研究生の受け入れ・研究指導（現職教員／各半年，計６名）
○教育実践総合センター紀要の発行（33号／平成22年７月／年１回／掲載論文・報告46編）
○センターニュースの発行（各年１回）
○センター要覧の発行（隔年１回）
○教職実践科目の企画・運営（教職入門セミナー，教育実習Ⅰ，教育実習Ⅱ，事前・事後指導）
○教職実践演習ワーキンググループの運営
○担当授業
（学部）情報処理基礎／教育実習事前指導（教育機器と学習指導法）／情報教育／情報技術Ⅰ・Ⅱ／情報科
教育法Ⅰ・Ⅱ／情報技術演習Ⅰ・Ⅱ／情報メディア演習／総合学習の指導／教育実践インターンシップ／生
活指導/野外教育／学級経営／子どもと教育・探求講座／教育学演習BⅠ・Ⅱ／教育相談（カウンセリングを
含む）／コミュニケーション演習／人格心理学／心理療法Ⅰ／教育臨床学演習Ⅰ・Ⅱ／初期セミナーＢ／カ
リキュラム設計演習／教育心理学演習ＡⅠ・ＢⅠ卒論セミナー／教育原論／道徳教育／教育学演習ＡⅠ／教
育学演習ＡⅡ／中等社会科教育法Ⅰ／社会科教育演習Ａ／環境と社会
（大学院）情報教育特論／教材開発評価演習（教育工学・情報系モジュール開発）／カリキュラム開発演習
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A／比較カリキュラム特論／カリキュラム開発特別研究／修論指導／学校臨床心理学特講Ⅰ・Ⅱ／学校教育
特別研究／教育哲学演習／教育哲学特論／西洋教育思想史特論／カリキュラム構成特論／教科教授・学習特
論／教材開発評価演習（システム・環境系モジュール開発）／教材開発評価演習（複合・総合系モジュール
開発）
s 対外的な教育・研究活動状況
○平成22年度免許法認定公開講座（専修免許状）
・「生徒指導」（６月，７月／教員／年３回／３日間）
○栃木県教育職員免許法認定講習
・「生徒指導」（８月/年１回／１日間／72名）
・「教育相談（カウンセリングを含む）」（８月／教員／年１回／２日間／60名）
○平成22年度教員免許状更新講習
・「授業に役立つ教員のICT活用入門」（８月／教員／年１回／１日間／25名）
・「教職についての省察」７月，８月／教員／年２回／２日間／614名）
・「教育改革の動向」８月／教員／年１回／１日間／280名）
・「学校の内外での連携協力についての理解」（７月，８月／教員／年２回／２日間／614名）
○平成22年度教職員サマーセミナ （ー公立学校等教職員を対象として開催。宇都宮大学と県教委による共催）
・「授業に役立つ情報メディアの活用と学習指導」（８月／教員／年１回／１日間／24名）
・「校内授業研究を中心とした学校改善」（７月／教員／年１回／１日間／47名）
・「新学習指導要領における道徳教育」（８月／教員／年１回／１日間／20名）
○教育委員会や小・中学校教育研究会・学校等と連携した研究会・研修会
・上三川町立上三川中学校出張講義（講師）（５月／参加者約370名）
・岩舟町立静和小学校出張講義（講師）（６月／参加者約104名）
・高根沢町立高根沢北小学校親学（講師）（６月／参加者約30名）
・栃木県立日光明峰高等学校講演会（講師）（６月／参加者約500名）
・小山市立小山市小学校教員研究会情報メディア部会講話（講師）（８月／参加者約30名）
・宇都宮市中学校教員研究会人権教育部会講話（講師）（８月／参加者約85名）
・宇都宮市情報教育実践研修会（講師）（８月／参加者約25名）
・足利市児童生徒指導研修会（講師）（８月／参加者約50名）
・下野市立石橋北小学校研修会（講師）（８月／参加者約30名）
・栃木県立黒磯高等学校出張講義（講師）（９月／参加者約30名）
・栃木県立鹿沼商工高等学校講演会（講師）（９月／参加者約600名）
・小山市小学校教員研究会情報メディア部会講話（講師）（10月／参加者約30名）
・上都賀地区小学校教育研究会情報メディア部会・鹿沼市教育会視聴覚・情報部会（12月／参加者約20名）
・平成22年度Ｓ＆Ｕ事業講話（講師）（２月／参加者約50名）
○「大学との連携による学校活性化フォーラム～校内授業研究を元気にする～（基調講演会・分科会）」（11
年２月５日開催／県内小・中学校等の教員，県内市町教委の指導主事など／延べ30名）
○「宇都宮大学教育学部連携研修事業研究会議」（10年２月20日開催／県内市町教委の指導主事など／延べ
17名）
○宇都宮市と宇都宮大学との連携協議会（学部教員，宇都宮市教育委員会／年２回）
○栃木県教育研究発表大会の共催（１月下旬／教員，社会教育関係者及び一般／年１回／２日間，述べ1500
名）
○宇都宮大学教育学部の地域連携事業の推進（随時／対象：栃木県教育委員会，宇都宮市教育委員会，栃木
市教育委員会，那須町教育委員会，下野市教育委員会）
・宇都宮市教育委員会・宇都宮大学教育学部連絡協議会運営委員会，大学教員・市職員（８，12月）
・栃木市教委との連携による学力向上指定校研究会，栃木第四小・南小・栃木南中，通年
・宇都宮市教育センターとの連携による校内研修サポート事業，細谷小，上戸祭小，通年
・栃教県連塩那須三地区役員研修会（１月）
・Ｓ＆Ｕ（下野市＆宇都宮大学教育学部）コラボ事業，市内11小中学校，通年
○とちぎ・リハビリテーション・センター職員研修会（１月／年１回／概要：日本の学校の良さを見直す）
○第57回栃木県幼稚園教育研究大会　第８分科会助言者（７月／１回／約70名）
○第25回全日本私立幼稚園連合会関東地区教員研修　第８分科会助言者（８月／１回／約50名）
○審議委員等
宇都宮市視聴覚ライブラリー運営委員会委員／宇都宮市教育委員会・宇都宮大学教育学部連携協議会部会
長及び委員（全教員）／教科用図書採択協議会委員／日本教育工学協会理事／栃木県教育委員会教員審査委
員会委員（平成20年度～）／栃木の教育推進委員会（委員長）（平成20～21年度）／第27期栃木県教育委員
会社会教育委員（議長）／栃木県総合教育センター協議会委員（会長，委員）／栃木県公私立学校協議会委
員（平成19年度～）／宇都宮市青少年問題協議会委員／宇都宮市立冒険活動センター運営協議会委員／財団
法人とちぎ青少年こども財団理事／日本特別活動学会会長（平成21～24年度）／栃木県生涯学習審議会委員
（会長）／栃木県定時制高等学校協議会委員（委員長）／栃木県連合教育会・言語力育成研究部会（委員
長）／栃木県教育研究所・栃木県国際教育研究所運営委員会委員（委員）／宇都宮市宮っ子の誓い制定懇談
会（副会長）／栃木市教育研究所（所長）／那須烏山市教育特区推進会議委員／那須烏山市サタデースクー
ル運営委員（２名）／宇都宮市地域情報化推進専門委員（平成19年度～）
４．外部資金導入状況
５．将来構想
中期目標に基づいた事業・研究を構想している。
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e-Learningを用いたポ トーフォリオの活用
改善事業
Web型教材コンテンツの学習支援機能や
着想の系統化と実証授業による学習効果
の評価
学級経営文化の日露比較研究
研究題目助成金名称 本年度金額 研究期間 研究代表者
35.4万円
60万円
50万円
a）学部長裁量経費
b）文科省科学研究
費補助金（代表者）
c）文科省科学研究
費補助金（代表者）
苫米地義郎
石川　　賢
遠藤　　忠
平成22年度
平成19年度
～22年度
平成22年度
